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1
　広告活動の効率化・科学化への要請の高まりとともに・広告管理問題はますます注目
の度合いを高めてきており，それへの議論も精綴化の一途をたどっていると見ることが
できる。
　ところで，こうした広告活動の実施にまつわる意思決定問題ないしは管理的側面を中
心として，しかもそれを体系的に取り上げて諭及している文献としてはすでに古典とし
ての評価の高い何冊かのものを合めて，わが国およびアメリカにおいても決して少なく
ない。対象の期間をここ15年間ぐらいに限定し，代表的なものだけを選び出してみて
も，ボーデ：■＝マーシャル（1949，ユ959），ウニディ1■グニレスラー（1962）によるr広
告管理」の両共著にくわえて，A－N．A．（アメリカ全国広告主協会）の刊行による6巻
からなるきわめて包括的なr広告管理ガイドプヅク・シリーズ」　（1959）や，最近では
バートンの編纂によるr広告管理ハ：■ドブック」　（1970）などがあるし，またわが国に
おいても粟屋義純教授（1964），小林太三郎教授（1968）のr広告管理（論）」があり，
さらには根本昭二郎氏のr広告計画」（1967）なども見逃がすことはできないであろう。
　さて，本稿で若干の紹介と批評を試みようとしているサイモソの「広告管理」は，こう
した広告管理に関する包括的で体系的な文献としてはもっとも新しいものであると同時
に，これまでの代表的な広告管理論の文献とは論議の展開の方向において明らかに異質
性を持った特異な文献として，特に注目に値するものであると思われる。著者は現在イ
リノイ大学商経学部大学院の準教授で，近年すでに広告経済論に関連した著書（“ISSueS
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in　the　Ecom㎡cs　of　Advertising”，1970）を刊行して令名つとに高い新進気鏡の広告
研究者であるが，彼のこのr広告管理」は，これまでの広告管理論の文献における論述
と比較して次のような特徴を有していると考えられる。
　1．広告の売上高効果を広告意思決定の第一義的な基準として採用するという立場が
　　貫かれていること。つまり，広告効果の全体効果（tota1e丑eCtS）派の立場から広告
　　意思決定が比較的一貫して取り扱われているという点である。
　2．上述の売上高効果ないしはその代用指標としてのコミュニケーショソ効果の測定
　　にあたり，実験的な手法の利用が重視されていること。
　3．広告への批判に対する反論と再検証の過程を通じて，ある種の商品広告について
　　はその規制の一手段として広告課税も考えられるとし，その具体的なプラソのいく
　　つかが明らかにされていること，
の3点である。まず，これらの点を本書の構成とからめて以下の節において見て行くこ
とにLよう。
　なお，本書の章立ては次のとおりである。
第1部
　第1章
第2部
　第2章
　第3章
　第4章
　第5章
　第6章
　第7章
第3部
　第8章
　第9章
　第10章
　第11章
　第12章
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広告管理入門
　　〃
広告意思決定のためのデータ
　即蒔的な売上高効果の実験的推定
　即時的な売上高効果を推定するためのその他の方法
　広告の遅延効果の推定
　銘柄媒体のオーディニ：■ス測定
　異なった広告費投入額への反応の一般的パターソ（その1）
　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　（その2）
広告管理意思決定
　効果の直接的な把握が可能である場合の広告費予算決定
　効果の直接的な把握が不可能である場合の広告費決定（その1）
　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　（その2）
　代替策間の広告費の配分
　広告スケジュールを選択するための斉観的・量的手法入門
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　第13章　　広告スケジュールを選択するための包括的枠組み
　第14童　　良い広告物を制作する方法
第4部　　統　合
　第15章　　ある国営航空会社の広告一事例研究一
　第16章　　われわれの経済と杜会における広告の評価
　本書は，広告意思決定の本質をごく初歩的なケースになぞらえて明らかにしようとし
ているr序論」の部分（第1部）を除くと，犬きく3つの部分から構成されている。そ
の第1は「広告意思決定のためのデータ」　（第2部）であり，ここでは，広告効果の指
標としての売上高効果が即時的な効果と遅延効果の2つに区分され，その測定のための
実験的手法の適用とともに，その一般的な反応パターソに重点を置いて論述がなされて
いる。この部分で注目に値するのは，前節で指摘した本書の第1と第2の特徴である。
すなわち，彼は，広告の効果は売上高効果こそ第一義的効果として測定されるべきであ
り，また測定可能であるとLてい糺そして・売上高効果以外の，いわゆる広告のコミ
ュニケーショソ効果は，売上高効果を直接に測定することが費用の点から好ましくない
場合や実行不可能な時に，売上高と関連をもつという仮定の下にその代用指標として用
いられるにすぎないとしている（p・31～32）。このような立場は，かつてパルダ（1964）
によって命名されたいわゆる広告効果の全体効果派に属していることは明らかである。
筆者がかつて別の稿で考察を行ない，結論づけたように，1960年代は確かに広告効果の
コミュニケーショ：■効果派と全体効果派の対立の時代であったとしても，広告効果指標
に関する近年の論議の一般的な傾向としては，全体効果とコミュニケーシ目ン効果の統
合の上にその指標を求めて行こうとする立場が強まってきており，広告管理論の文献も
そのほとんどがこの立場に依っている固否，広告の売上高効果を測定することが比較的
困難であるという事実から，議論の内容としては，むしろコミュニケーション効果指標
に重点を置いた方向へと傾いてきていることを見逃すことはできないであろう。もちろ
ん，広告効果測定に関する議論としては，キャンベルによるr広告の売上高および利益
効果の測定（MESPRO）」（1969）などのように依然として全体効果派の立場に組みし
ているものもなくはないが，そうした売上高効果指標が広告意思決定を行籔う際の決定
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基準として実際にどのように用いられうるのか・ないしは用いられているかを一貫した
立場から論及している文献がこれまでほとんどなかっただけに，この意味で本書はきわ
めて異色の広告管理論であると見ることができるのである。
　「広告効果の測定のための実験的手法の重視」という前節で指摘した本書の第2の特
徴も，実はその根底において，上述の第1の特徴と表裏一体の関係にあるのである。こ
の点は，1960年代以降の広告効果測定論における議論の流れを見れば直ちに首肯される
事実である。すなわち，広告効果測定のための実験的手法は，1961年におけるかの著名
なr広告効果測定のための広告月標の明確化（DAGMAR）」によって大きな打撃を蒙
った広告効果の全体効果派の人々の間で，rDAGMAR」に対する批判ないし反論の過
程を通じて，広告の売上高効果をある程度科学的に一つまり，コミュニケーショソ効
果派に属する人々等による批判に十分に耐えうる程度に一測定できる手法として注目
され・その方法論的な整備が進められて行ったのであ乱著者サイモソが広告効果の第
一義的な指標として売上高をとり，かくしてその測定のための手法として実験的な手法
に依存するという，いわゆる広告効果の全体効果派の立場に立っているのは，彼が広告
効果の測定にあたり，広告費（資金）の投入と同一期間内に発生し，それ以降の期問に
おたって減衰的に発生して行くと見られる遅延効果（ラグ付効果ない繰延効果，もしく
は持続効果）の存在を重視していることと共に，彼自身が告白しているように（p，181），
かつて彼が通信販売業務に関係したことがあるという個人的な体験に根ざしているもの
であることは明らかである。改めて指摘するまでもなく，通信販売は販売活動の一形
態であり，広告活動そのものではないが，カタログ中に掲載される商品広告に代替案を
設けることにより，その効果の差を売上高として容易に抽握することができるという一一
種の広告実験的な手段としての性格を有している。このような通信販売業務に経験をも
つ限り一なお，1965年にはそれに関する著書（“How　to　Start　and　Operate　a　Mail－
Order　Business”）を刊行している一，彼が売上高効果を重視するのは当然と恩われ
るが，さらにまた彼は，広告のコミュニケーショソ効果の測定に関する従来のほとんど
の議論がその遅延効果の存在を無視してきていること，そしてそうしたコミュニケーシ
目：■効果がどのようにして売上高効果へ転じるのかを確認できるすぐれた方法がほとん
どないという2つの事柄を，コミュニケーショソ効果指標の利用をメッセージないし媒
体の比較の段階に止め，広告費予算決定などの管理意思決定のための基準としては利用
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しないことの理由として明確に指摘しているのである（p．35）。
なお，第2章から第4章までの彼の所説の要点を整理すれぱ以下のとおりである。
広告の売上高効果の測定
　I．即時的な売上高効果の測定
　　a．広告実験的な手法亘こよるもの
　　　1．多市市場実験一ベックネル＝マックアイサック稿「テフロソ加工鍋のテ
　　　　　スト・マーケティジグ」（JoA1R，1963，Sept一）
　　　2．対称地域実験法一スチワート著「新聞広告の反復効果」（1964）
　　　3．統制付インプット・バネル法一ミルウォーキー・アド・ラボラトリーに
　　　　　よるミルウォーキー・ジャーナル・アソド・セ：■チネル紙を用いたパネル
　　　　　調査法
　　b、その他の方法
　　　　　　広告費と売上高データの事後分析（時系列分析）rテルサー（1962），
　　　　　　パルダ（1964），フラ：■ク（1967），サイモソ（1969）
　　　　　モデルの形としては
　　　　　　　・S’＝o＝1（ん一〇，々一1，ん＿2，……Z1，Z2，Z呂，……〕の形によるもの，
　　　　　　　　Sト0＝αO　lOg■4r＝O＋α1109λτ＿1＋α210gλτ一2＋・・・…
　　　　　　　・コイック・モデルによるもの，
S‘＝c＋ろ∫卜1＋α1ogλr＝o
s〆　　　　s’一1F一＝c＋ろ一　　十仰ん”　S‘0　　　8工一1θ
∫〆　　　　∫HF研＝C＋あ否π十αlO・λ〆
II．遅延効果の推定
　a．売上高データを用いての，保持率の実験的決定一ヴィデール＝ウォルフ稿
　　　「広告広告の売上高反応のオペレーショソズ・リサーチ研究」（OR，1957，
　　　June）
［蓑慧蓑婁㌫二：Rω＝R（炉1
b．
1．
2．
売上高データを用いての，保持率の非実験的な決定
　重回帰分析
　　　Sトo6＋αo1o9λτ。o＋5Sエ＿1あるいは
　　　S！＝O＝6＋αOみ＝O＋ろSj－1
　　　　　［保持率：ろコ
　パネルデータからの推定
　［保持率はブラ：■ド忠実度として測定される］
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3
　本書を構成する第2の中心的な部分は「広告管理意思決定」である。この部分（第3
都）において，サイそンは，まず広告費予算決定を広告効果の直接的な把握が可能であ
る場合とそうではない場合とに分けて，さらにそれに続く章においては価格決定と広告
費決定の相互作用をも考慮しながら考察を進め，また広告費の予算配分決定にっいて
は，それを同一種類の活動（各種媒体間ないしコピー間）と異質活動闇の2つに分けて
検討を行ない，加えて広告スケジュールの選定のためのr量的・客観的な」手法を解説
している。
　ところで，以上のような広告管理意思決定の際に一ただし，広告スケジェールの選
定の場合を除く。なお，サイそンによって提示されているそのための方法については，
後で改めて紹介する予定である一彼によって用いられている決定基準としての広告効
果概念は，〈広告によってもたらされる各期間の売上高マイナスそれに要した費用〉の
現在価値の総計としてのr純収入」（net正eVe㎜e）概念である。通信販売のような効果
の直接酌な把握が可能である場合については，損益分妓分析を容易にするという操作上
の目的から〈顧客1人当りの価値〉という概念も用いられている。これは，当初の広告
費金額を除いた数字一売上高および，当初の広告費を除いたそれ以外の期問における
費用一にっいて現在価値への割引きを行ない，それを顧客数で割ることによって得ら
れるものであり，最終的には合計されて広告費との差額（利益額）が問題とされている
のである。
　広告の売上高効果の直接的な測定が必ずしも容易ではない一般の広告については，上
のような方法はとうてい不可能である。しかしながらサイモ：■は，広告の遅延効果（あ
る期間においてのみ広告をし，それ以降の期閻においては一切広告をやめてしまっても
発生してくる広告の効果を指す）がほぽ一定の減衰定数ないし保持率をもって発生して
行くと見なすことができるという論拠一この点についての彼の論述に関しては詳しく
ふれる暇がないが，保持率推定のための広告実験例の結果などから，サイそンは，それ
が全期間を通じてほぽ安定しているものと仮定しうることを明らかにしている一に基
づいて・そのような広告についてもr純収入」の計算は可能であり，従って客観的な広
告費予算決定も可能であるとしているのである。彼が論述している，一般的な広告につ
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RT．o．日
　　RT＝o．H
??????
T＋1　　　　T＋2ΣR肚！2R皿叶2T・一　　　　　丁・凹
?????????
RT。阯！o
Rト阯！1＝bRT＝阯＝
???
???????????
竪旧 T・一　　　丁一1b2ΣR“一1τ一咀
一1三丁一　　，一「「En＋↓1＝T一』1f↓O＝T」一〇“↓｛，T，LO
銃、…点ユ
t≡O　t＝1　t＝2　t＝3　t二4　　　　　　　t－i＝T－1　t圭丁＝0t＋1＝T＋1t＋2＝T＋2t＋3＝丁十3
　　　　　　期　　　間
第1図　1回限りの広告の場合の効果
　　　　　（純収入）
　　　　　　期　　　間
第2図多期間にわたって広告が行なわ
　　　　れる場合の効果（純収入）
いての広告費予算決定のためのプ1コセスは，次のとおりである（p・99～100）。
　1．前期の売上高に保持率を乗ずる。その結果は，もしも今期に広告が行なわれなか
　　ったら生ずるであろう売上高の推定値である。
　2．当該企業が考慮中の種々の広告費予算水準で今期中に生ずると思われる売上高の
　　推定を行なう。
3．上記（2）における推定値の各々から（1）における推定値を控除し，さらにそこか
　　らそれぞれの広告費予算額を控除する。これは，今期の各考慮中の広告費予算額に
　　よって今期中にもたらされる純収入額の推定値である。
　4　各考慮中の広告費予算額について，（3）の結果に保持率を乗ずる。これは次期の
　　純収入額であり，以下，それぞれについて次々と保持率を乗じて行く。
　5．　（4）における各期間の結果に資金の割引率（1一資本コスト）を乗じる。このステ
　　ップは，将来受け取ることのできる資金は現在手許にある資金よりも価値が低いこ
　　とを考慮してである。
　6．所定の広告費予算額について，上の（5）におけるすべての期間についての結果を
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　　合計する。これは，所定の広告費予算額についての，現在の期間におげる広告機会
　　の現在価値をさす。
　τ　各広告費予算額の現在価値を比較し，もっとも高い現在価値をもった金額を選び
　　出す。
　さて，r広告管理意恩決定」のもう1つの対象として，本書においては広告物の制作
決定についても考察がなされている。サイモソは，良い広告物を制作するためには，ま
ず当該の商晶・プラソドについてその特徴点は何かという分析を行ない，それによって
明らかになった特徴一たとえぱ，消費者用晶か，産業用品か，といった商品の類別か
らはじまって，商品・ブラ：■ドの受容の程度，購入の反復性，販売の形態など，考えら
れるいくつかの特徴例が彼によってあげられている一に基づいて，消費者を購買へ活
’動づけることのできる次のような方法一これは，彼によってr活性化法」（aCtiVation
　　　・潜在顧客への情報提供
　　　・論　　証
　　　・心理的な訴求による動機づけ
　　　・反復主張
　　　・命　　令
　　　・ブラ1■ド親密化
　　・シソボル連想
　　・模傲促進
　　・義務賦課
　　・習慣始動
血ethod）と呼ばれている一の内から1つもしくはそれ以上を選び出し，その中で広
告のタイプを決定して行くというプロセスがとられるべきであるとしている。そして彼
は，この方法の有効性を示すために，実際の広告物についての分析例を添付している。
　本書を構成しているもう1つの中心的な部分は，彼によってr統合」（Integエation）と
名づけられている。これ（第4部）は，彼がそれまでの部分で明らかにしてきた様々の
失口識一広告効果データの入手および利用方法，広告管理意思決定の本質や種類やその
手順一を，El　Alというイスラエルの国営航空の広告キャソペー：■・ケースを分析し，
紹介することによって，1つの全体として有機的に構成することができるということを
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示そうとしたものであると考えられる。しかし・彼の言うr統合」は・そういった広告
管理活動の有機的な結合という，いわぱ広告のミクロ的な水準での統合に止まらず，さ
らに進んでもっとマクロの次元における「われわれの経済と杜会におげる広告活動の評
価」へと論が進められているのである。そこにおげる彼の姿勢は，従来とられてきたパ
ターンである広告（活動）一般に対する批判，抗議，反論というそれから一歩歩を進め
て，より細分化され，類別化された広告について1つ1つきめ細かにその功罪を検討し
て行こうとするそれである。すなわち，広告はサイモソによって，まず非ブラ：■ド（全
国消費者プラソド以外のものについての）広告とブラソド広告とに大別され，前者は案
内広告，案内広告以外のローカル広告，通信販売広告，産業広告，旅行広告に細分され
ている。そして，それぞれについての評価と検討の結果は，むしろ利点（有用性）の方
が高く評価されているのである。また，ブラ：■ド広告については，自動車広告，食晶広
告，同質的包装商品（homogeneous　package　goods，略してHPG）広告の3つに分類
されている。近年，消費者一般ないしは識者からr資源の浪費である」とかr不快であ
る」としてもっとも批判をあびているのがこの種の広告であるので，サイモソの検討も
かなり詳紬なものとなっているが，一般に人々の欲望を増大させるものとして非難され
ている自動車広告に対しては，それが一概に悪いことであるのかどうかは個々人や周囲
の条件によって変ってくることであり，全く明らかではないとして，むしろ擁護の立場
に立っているのである。この点はまた，食品広告についても同様である。食品広告は主
婦に知識や楽しみを与えているのであり，「広告がブラソド食晶の価格を高めている」
という非難に対しても，極端に競争的な価格でチェーソ・ス｝アやスーパーマーケット
で販売されているプライベート・ブラソドを例に，広告への投資がむしろ広告主に商品
品質の維持につとめるように動機づげているとしているのである。これに対して，HPG
広告に対する彼の態度はきわめて先鋭化しており，その効用についてはかなりの疑間点
を投げかけている。結論的に言えば，この種の広告については何らかの規制が必要であ
り，ある種のプラ：■に従っての課税政策も考慮されるべきであるとしているのである。
このHPG広告についての彼の評価と主張については，後でもう1度取り上げることに
しよう。
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4
　広告費投入額と，売上高を合む広告効果指標との間の関係がどのようになっているか
は，個々の商品や特定の広告情況によって当然変わってくるものと恩われるが，それで
も，広告意思決定の際の必要情報を測定する職務の量をいくらかでも少なくしようとす
る努力との関係においてか，その一般的な形態についての議論が広告界において非常に
盛んに行なわれている。そういったものの内でもっとも大きな比重を占めており，従っ
てもっとも興味深く思われるのが，S字型の広告反応曲線（関数）をとる立場とわん曲
型の反応曲線をとる立場との対立である。これは，言い換えれば，広告の効果に経済学
で言うr限界収益の増加」が認められるかどうかの問題であり，もっと犬ざっぱに言え
ば，広告費投入額を2倍にすることにより効果が2倍になるかどうかの問題として見る
こともできるであろう。
　　　　　　　　　　　　S！
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広告費投入額
　　広告費投入額
第3図広告反応曲線 第4図限界広告反応曲線
　サイモンは，本書の第6章と第7章において，広告反応曲線の一般的な形態について
多くの所説や分析結果を例証しながら考察を進めている。すなわち，彼は，まず第6章
では広告の売上高効果について検討を行ない，次いで第7章で広告の非売上高効果指標
について考察を行なっているのである回議論の形態としてはきわめて単純なものである
が，これまでこうした問題についてあまり包括的な考察がなされてきていないだけに，
十分参照するに足りるだけの価値を有しているものと考えられる。
　従来，広告の効果に言及している理論家の間でも，広告反応曲線の一般的な形態がS
字型をなすのか，それともわん曲型をなすのかにっいては所説が分かれていた。すなわ
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ち，前者一つまり，S字型の反応曲線一を支持する立場の人々としては，ディー：■
（1951），ルーカスニブリヅト（1963），チェソバレソ（1962）がおり，また後者を支持す
る人々としてスティグラー（1961），オツガ（1960）などがいた。こうした理論的な背景
をふまえて，サイモンはまず売上高効果について，多くの実証的なデータとその分析の
ケースを蘭品種類別と広告主の種類別に分類し，それぞれについて検討を進めて行くの
である。独占医薬品についてのロバーツの分析（1947）のように，分析の基礎にある前
提の不十分さの故に一般的な結論が必ずしも可能ではないものがある一方で，テフロン
にっいてのマクニーべ：■の分析結果（1969）のように，従来，比較的有力な論者の間で
支持されてきていた広告反応曲線のS字型経過の存在を裏づけているものもあった。し
かしながら，広告の売上高効果曲線の経過に一直接的であると間接的であるとを問わ
ず一言及している実証的な研究の比較的多くのものが，限界売上高効果の減少を示す
か，あるいは少なくともそれに増加が認められなかったということを明らかにしている
のである。たとえぱ，小売業者についてのミヅチェルの分析（1941）や，産業広告主に
ついてのコリナーの研究（1963）がそれである。加えて，リキュール類のブラ：■ド広告
費についてのサイモソ自身の研究（1969）や，産業用品についてのワインバークの見解
（1960）のように，広告費・売上高閨数の対数的な表現がもっともフィヅトするという
結論もあり，これらから，テルサーによるタバコについての詳紬な分析（1962）の結論
でも示唆されているように，売上高効果の場合にその曲練のわん曲型の経過を一般的な
形態として認めることができると，サイモンは見なしているのである。
　さらに，第7章で非売上高データについて検討が加えられている。ここでは，過去の
分析研究を広告物のサイズについてのものと反復についてのものとに分けて考察が行な
われている。
　広告物のサイズを犬きくするに従って広告の効果がどのように増して行くかについて
は，まず雑誌広告について，クーポ：■返送率（スターチ，1959），閲読率（ルドルフ，
1936），想起率（ストロソグ，1914）をとった分析例に加えて，引用されない最近の多
数の研究の結論をバヅクに，広告物のサイズを増して行くに従って必ずしも比例的に効
果が増大しないことを明らかにしている。また，テレビのCMについても，その秒数
と様々な効果指標との間の関係について研究したキャピットマンの結論（1964）や，実
験室調査を行なったウィートレィの研究（1968）やシュウエリン社の調査結果から，広
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1099
　94
告物のサイズの拡犬と結びついた限界的な効果の増加を示す有力な証拠がほとんどない
ことを結論づけているのである。この点は反復の場合についてもほぽ同様であって，反
復回数を増して行っても効果の点でほとんど変わりなかったスターチ（1959）とブリッ
ト　（1956）の分析例や，限界効果の増加が見られたツィールスケ　（1959）の例を除く
と，ポリッツ杜（1964．1956）などの分析例からも明らかなように，いづれも，むしろ
限界効果の滅少が実証されているものと見ることができるのであ臥
　以上のような売上高効果および，それ以外の効果指標についての分析研究の検討か
ら，広告費投入額の低い水準ですら，広告物のサイズや反復回数の増大によって広告費
投入額あたりの効率が常に減少して行くこと，さらには量割引によって支出額の増大が
著しく効率的になるという事例も目につかなかったことから，広告反応曲糠（関数）の
形態が不可避的にわん曲型をなすものと，サイモンは結論づけているのであ乱なお，
それに続けて・このような広告反応曲線（関数）の勾配の程度を決定する要因として次
のような事柄が指摘されている（p．76～82）。
　・広告料率の割弓1構造
　・広告物のサイズ
　・閲読の重複
　・広告活動の質的水準
　・広告主が最良の広告機会を選び出せる能力
　・広告アイデアを伝達するために用いられる広告のタイプ
5
　本書の第12章と第13章で取り扱かわれている広告スケジュールを選択するための「客
観的・量的な」方法とは，すでにかなり以前から何人かの論者によって主張されてきて
いる媒体選択のための「増分的反復法」の一種であると見なすことができる。サイモソ
のこの方法における選択の基準は媒体の＜露出水準〉であり，さらにそのプロセスにお
いては，露出の加重値を決定する点などにかなりの悉意的な判断を要する箇所があり，
果して彼が言うようにr客観的・量的な方法」と言えるかどうか若干疑問が残るが，彼
が主張しているところ（p．151）によれぱ，この方法によって選択された広告スケジュ
ールは・最近の・コソピュータを用いて選択・作成される広告スケジュールとほとんど
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変らない程度のすぐれたものとなるというだけに，あえてここでその方法を紹介するこ
とにする。
・広告スケジュールを選択するための包括的枠組み
　サイクル1
　　Step1．各々の人口統計的カテゴリーに対して，1回の広告掲出についての露出
　　　　　　パターソを確認する。なお，露出パターンとは，各カテゴリーにおける何
　　　　　　人の人が1回の露出を受けとり・また何人が受けとっていないかというこ
　　　　　　とを意味する。
　　Step2．各露出の様式，サイズ，銘柄媒体の媒体価値に対して適当なウエイトを
　　　　　　乗ずる。たとえぽ，30秒のテレピCMは2が，雑誌の1ぺ一ジ広告につ
　　　　　　いては1が乗ぜられる。
　　Step3・各人口の統計的カテゴリーに対して媒体加重露出をそれぞれ合計する。
　　Step4．その購買可能性に応じて各人口統計的カテゴリーにウエイトを乗ずる。
　　　　　　Step2の媒体ウエイトとStep4の人口統計的ウニイトの結合が〈調整済
　　　　　　露出〉をもたらす。これが目的関数として測定される数量である。
　　Step5・すべての人口統計的カテゴリーからの調整済露出，すなわち，Step4に
　　　　　　おける各々の人口統計ウエイトにStep3で発見された当該カテゴリーに
　　　　　　対する露出数を乗じたもの，を合計する。
　　Step6．Step5における調整済露出の合計を，その露出に要する費用で割る。
　　Step　7・Step6において最高の結果を収めた銘柄媒体，すなわち，1ドルあた
　　　　　　りの最高の調整済露出数をもった銘柄媒体を，広告スケジニールの第1の
　　　　　　銘柄媒体αとして選択する。
　サイクル2
　　Step8・　α以外の銘柄媒体の各々について，αと一緒に用いられる場合の各1回
　　　　　　のメッセージ掲出に対する各人口統計的カテゴリー中の露出パターンを確
　　　　　　認する。すなわち，ここではαともう1つの試用銘柄媒体への各1回・合
　　　　　　計2回のメヅセージ掲出によって何人が到達されるかを確認するのであ
　　　　　　る。
　　Step9．　1人の人間によって受けとられる2回露出，1回露出の各々に対する媒
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Step10．
Step11．
Step12一
Step13．
Step14
Step15．
サイクル3
Step16。
Step17．
Step1＆
Step19．
Step20．
Step21．
　Step22．
l　i02
体価値に適当なウニイトを乗ずる。
　Step3と同様に媒体ウエイトに対して調整を行ない，各人口統計的カ
テゴリーの各々についてその媒体価値を合計する。
　Step4と同じく，各人口統計的カテゴリーにその購買可能性に従って
ウエイトを乗ずる。
　Step5と同じく，すべての人口統計的カテゴリーからの調整済露出，
すなわちStep11におけるウエイトXStep1Oにおける小合計，の合計。
　Step12の結果からStep5の結果を控除する。これが，各試用銘柄媒
体の各々に対する加重露出の増分数を与えるのである。
　Step13の結果を，試用銘柄媒体についての掲出費用で除する。　これ
は，各試用銘柄媒体の各々についての，1ドルあたりの増分的加重露出数
である。同一銘柄媒体へ2回掲出の場合には，総費用は〈2回掲出のため
の費用マイナス最初の1回の費用〉である。
　Step14において最高の結果を収めた試用銘柄媒体をβとして選択す
る。
　Step8と同じく，αとβとにおける各1回の掲出に加えて，αとβ以
外の各銘柄媒体への1回掲出について，各人口統計的カテゴリーにおける
露出バター1■を確認する。また，αとβのいづれかに2回掲出する可能性
をも考慮する。
　Step9とStep2に同じく，3回露出，2回露出，1回露出の各々の
媒体価値にウエイトを乗ずる。たとえぽ1回露出を1とするならば，2回
露出は1－65，3回露出は1－85のウエイトが乗ぜられる。
　Step10とStep3に同じ。
　Step11とStep4に同じ。
　Step12とStep5に同じ。
　Step12の結果がStep20における結果からさし引かれる点を除いて
Step13に同じ。
　Step21の結果が当該試用銘柄媒体の費用で割られる点を除いてStep
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　　　　　13に同じ目
　　Step23・Step22において最高の結果を収めた試用銘柄媒体をアとして選択す
　　　　　　る。
　以下，このステップは，銘柄媒体へのメヅセージ掲出の費用の合計が広告費予算額よ
りも大きくなるまで繰り返えされ，．継続される。’そして，この方法の内でサイモ：■によ
ってr銘柄媒体」と呼ばれているものの具体的内容は明らかに〈広告単位〉であるの
で，確かにその結果は1つの広告スケジュールとなるであろう。
　ソフト・ドリソク類，ガムおよびキャソデー，石鹸およびクレ：■ザー，タバコ，ビール
およびワイン，ガソリソ，リキュール類，特許医薬品，香水および化粧品がHPG（同
質的包装商品，homogeneous　pa＆age　goods）として一括して取り扱かわれ，論じら
れるのは，それらの間に次のような共通した特徴が認められるからである。
　1．　ブラ：■ド間に，ほとんどあるいは全く，明確な物理的差異が存しないこと。
　2・単位あたりの原価が低いこと。
　3．再購入までの期間が短いこと。
　4．各商品の産業について総計すると膨大な売上高となるこ乙
　5・　リキュール類を除いて・広告媒体としてテレビが中心的に利用されているこ』
　6一対売上高広告費比率が高いこと。
　以上の6つの特徴からも直ちに推測されるように，この種の商品についての広告活動
は総体的な規模が大きいだけにそれだけ目につきやすく，批判の的となりやすいのであ
る。
　本書の最後の章・（第16章）の終わりの部分で，サイモソはHPG広告についてかなり
詳紬な分析と評価とを行なっている。彼はまず，HPG広告が価格，それ自身の商品価
値，さらにはその商品改良へもたらす効果について検討する。彼によれば，HPG広告
は多分発展の初期の段階では，大量生産を可能にすることによって規模の利益の実現に
寄与しえたとしても，今目の時点においてはメーカー自体が多工場企業であり，しかも
1つ1つの工場はそれほど大規模でなくともかなりの水準の効率を確保できるところか
ら，HPG広告の継続的な利用が必ずしも価格を引き下げることのないことを明らかに
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した後，タバコを除くほとんどのHPGについて低価格のプライペート・ブラソドが入
手できるところから，他の条件を一定とし，動態的な見方を放秦するならぱ，HPG広
告はむしろその商品の価格を高めているとさえ見ることができるということを明らかに
している。さらに彼は，HPG広告が商晶イメージの確立に寄与しても，それが決して
その商晶の価値自体を高めてはいないということを，。経験的なテスト例のないこと，そ
して先験的な理由もないことにより確信するのである。また，商晶改良の可能性につい
ても，広告がそのような商品改良を刺激づけることのできる可能性をもっているとして
も，それがHPG広告の有力な正当化の理由にはならないとしている。
　以上の論証に加えて，彼は次々とHPG広告をめぐる疑問点を提起し，それについて
検討を進めて行くのである。ここでは紙幅の関係もあり，その要点だけを引用しておこ
う。
　・HPG広告は国の資源を浪費しているということが言われるが，彼はこの点につ
　　いては一部肯定しながらも，しからぼ，資源をHPG広告から貧困の克服や社会悪
　　の撲滅へ向けるのに，経済や社会のもっと大きなセグメ1■トヘ混乱をもたらすこと
　　なしにできるような明確なメカニズムが存在していないことを指摘している。
　・　HPG広告がテレビ媒体の経営を支えていることは事実であるとしても，それが
　　HPG広告の正当化の事由とはなりえない。
　・、HPG広告は，ほとんどのものが反復的である，非情報的であり，さらには面自
　　くないために，他の商晶の広告よりも人々から嫌われている。
　・　ほとんど同一の商品を差別化しなければならないどいう包装商品産業に特有の性
　　格のために，それにありがちな誇張や欺鴫がわれわれの社会を堕落させており，ま
　　た包装商品広告への非難をもたらしている。この点については広告の責任ではない
　　だけに，批判はアドマンを越えて，その企業の他のマネジャー一たとえば包装担
　　当の一を合んだ点にまで向けられるべきである。
　サイそ：■によれば，HPG広告を除くほとんどの広告が，消費者や企業へ直接的な便
益をもたらしているばかりでなく，経済を刺激づけ，自由で進歩的な杜会を維持すると
いう閥接的な便益をも有しているという。もしもそれに杜会的な乱用があれぱ，当然そ
れは，歎購を追求する権利をもった関係官庁によって訂正させられる。しかしながら，
HPG広告ほ本質的にそれとは異なる問題である。角を矯めて牛（HPG広告）を殺さ
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ないような形でそれを矯正するための方法として，（1）直接的な管理および■ないしは
法規制，（2）自己規制，（3）課税，という3つの方法が提案されてきている。サイモソ
は，これらの内の特に（3〕の課税に注目し，いくつかのプラソを提示している。それら
の内には，（a）広告費支出額に基づく累進課税，（b）その商晶べ一スのもの，（o）対売上高広
告費比率に従っての企業別課税，（a）広告免許税の採用，といったプランの他に，広告費
資金の投入によって初年度に生ずる収入分の全収入に対する割合分だけを費用と認め，
その残りの額について課税する方法　　実際には，その比率に関する情報が入手し難い
という欠点がある一，さらにはテレピ広告について，放送1時間あたりの金額に課税
および／ないしは規制をするというプラソも紹介されている。最後のプランは，HPG
広告が圧倒的にテレビCMに依存しているという事実に基づいてのそれである。サイ
そソは，これらの広告課税のプラソの内でどれがもっとも望ましいかということは明ら
かにしていない。ただ注目に値することは，広告に関するいかなる規制決定も一般的な
ものでなけれぱならないがために，広告の害悪のいくつかについては，われわれがそれ
を必要悪として受け入れなけれぱならないであろうとしている点である竈
　なお，彼が上述の規制や課税の他に消費者教育に，価値のない広告を減少させ，HPG
広告から利益を得ることのできる一条の導きの光を認めていることも，最後にふれてお
こう　（p－265）o
7
　以上，サイモ：■による「広告管理」の全体的な構成とその論述の要点だけを見てきた
が，一口に言って，彼の所説にはきわめて独創的な部分が多い。はじめに指摘したよう
に，彼のこの著書は，従来ほとんどなおざりにされてきていた広告効果の全体効果派の
立場からの広告管理意思決定への，おそらく初めての体系的な接近である。この意味で
は，特に広告費予算決定の場合の彼の方法などは，かつてのディーンによる主張（1951）
の具体的な展開と見ることができよう。しかしながら，広告の効果をほぽ全体効果に限
定してしまって論述を進めていること一広告スケジュールの選定と広告物の制作の箇
所などは例外一の欠点は，どうしても否定し得ないのである。彼が意図しているよう
に，広告効果の全体効果派の立場をできる限り貫くことにより，広告管理意思決定の本
賀は確かに明確になる。しかし，それが同時に論議の単純化をもたしてきているのであ
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る。特にこの点は，最近の代奉的な広告管理論の文献を参照する時に痛切に感じられる
事実である。果してサイモソの議論は，これまで積み重ねられてきた広告管理に関する
多くの研究の成果を無視してしまった上での独創性・明確さではないのだろうか。こう
考えてくる時，何か彼の理謝こは大きなすき間一たとえぱ，広告活動のもう一方の当
事者である広告の受け手，つまり消費者や，企業の広告活動の支援者としての広告代理
業，調査会社等々の行動へほとんど考慮が払われていない点など一が感じられるので
あ乱しかしながら同時に，科学的・合理的な広告実験の実施が容易であれば，複雑肢
広告管理意思決定をより単純化した形で考慮することができるということの証左である
ようにも思われる。この意味では，本書を評価するための鍵は，今後における実験的た
調査・測定手法の発展と充実にあるとも考えられるのである。
　なお，本書の巻末に添付された非常に包括的な文献リストは，本書を読み進めて行く
上でぱかりでなく，他の機会にもきわめて有用であると思われる。
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